問1 土地改良区に関する記述のうち、妥当なのはどれか
1 土地改良区は公益を目的とする法人であるので、公益社会法人及び公益財団認証等に関する法律に基づき設立される。
2 土地改良区の組合員は農業従事者であるので、組合員が作った農作物の販売等、組合員のためにする行為は土地改良法上認められている。
3 土地改良区が行う管理事業で、著しく利益を受ける者が特定できる場合は、その者を組合員とし、当該事業に要する費用を負担させることができる。
4 土地改良区が設立されると、地区内の三条資格者は、設立の際の同意の有無にかかわらず組合員として強制的に参加させられ、費用の負担をさせられる。
解答　4
1土地改良区は、土地改良法（昭和24年6月6日法律第195号）に基づく土地改良事業を施行することを目的として同法に基づいて設立された法人
2農産の販売できない
3特定受益者に負担させるの手続き必要
問2 土地改良事業の種類に関する記述のうち、適当なものはどれか。
1 交換分合は土地改良事業であるので、交換分合に必要な畦畔の移動や除去等の簡易な工事は実施することができる、
2 土地改良施設の管理には、管理上必要であれば用排水路や農業用道路を延長したり拡幅したりすることも含まれている。
3 災害復旧は、農用地や土地改良施設の災害復旧をその対象としている。また、被害の状況等からみて必要があるときは、簡易な手続きによることもできる。
4 客土、暗渠排水、床締めのような農用地の改良又は保全のために必要な事業は、土地改良事業ではない。
解答3
1 交換分合は土地の区画の変更を行わずに農用地の集団化を図る
2機能拡大は管理ではない
4土地改良事業
問3 土地改良事業の実施手続き等に関する記述のうち、不適当なのはどれか。
1 土地改良の実施に当たっては、環境配慮義務が課せられているので、事業主体を問わず、いわゆる地域住民の意見聴取を行わなければならない。
2 土地改良事業計画は、土地改良事業の施行に関する基本的な要件に適合するものとなるように定めなければいけない。
3 国又は都道府県は、土地改良事業の申請があったときは、当該事業について適否の決定をして、この旨申請人に通知しなければならない。
4 土地改良事業の申請人は、当該土地改良事業の計画概要につき関係市町村長を協議しなければならない。
解答1
国県営事業が地域の意見聴取が必要
問4 土地改良事業に関する記述のうち、不適当なものはどれか。
1 土地改良区が土地改良施設の維持管理事業を行おうとする場合は、土地改良事業計画（維持管理計画）を作成して行わなければならない。
2 土地改良事業計画を変更しようとする場合、当初の土地改良事業計画に同意した参加資格者（三条資格者）からは改めて同意を徴収する必要はない。
3 土地改良事業の参加資格者（三条資格者）ｈが、農用地にあっては、使用収益権者とし、非農地にあっては所有者とすることが原則とされる。
4 土地改良事業は、その規模や技術的難易度を勘案して、国、都道府県、土地改良区、市町村等種々の事業主体により行われている。
解答2
再度同意が必要
問5土地改良施設に関する記述のうち、適当なのはどれか。
1 国営事業のすべての工事が完了する前において、すでに造成された土地改良施設を国が使用し、又は国以外の者に使用させることは、財産保全の観点から見とめられていない。
2 国営土地改良事業によって造成される施設は、工事完了後において、すべての土地改良財産として管理する必要がある。
3 国営土地改良事業の施行に伴い、道路管理者と協議して行った原因者工事により造成した施設等は、当該道路管理者等に引き継ぐこととされている。
4 土地改良施設について、他の用途又は目的に使用させ、又は収益させる場合、その期間及び使用料について特段の定めはない。
解答3
1造成された土地改良施設について、国がその管理の効率性、地元の実情から使用する必要がある場合は、認められている。
2土地改良財産として管理される施設のほか、補償しせつとして譲与する施設や原因者工事として公物の管理者に引継ぐものもある
4委託管理財産は5年　未委託管理財産は1年　使用料は基本通知でその算定方法をさだめている
問6 土地改良財産に関する記述のうち、不適当なものはどれか
1 土地改良法に定められているとき改良財産の管理及び処分に関する規定は、国有財産法の特例を定めたものである。
2 土地改良財産は、農林水産大臣が管理し、又は処分することができる。
3 基幹的な土地改良施設であっても、土地改良区等の自主的管理に委ねる方がより適切な管理が期待できるものについては、いわゆる条件付き譲与の対象となる。
4 土地改良財産の管理は、主として委託管理及び譲与管理を中心に運用されており、高度な公共性を有する特殊な施設に限って直轄管理が行われている。
解答　3
問7 土地改良長期計画（平成２４年３月）の基本方針に関する記述について、（Ａ）～（Ｄ）に当てはまる組み合せとして最も妥当なものはどれか。
イ「（Ａ）を支える水と土の再生・創造」を基本理念とする。
ロ 農を「強くする」ため、地域全体としての（Ｂ）の体質強化を図る。
ハ 国土を「守る」ため、震災復興、（Ｃ）の強化と多面的機能の発揮をはかる。
ニ 地域を「育む」ため、農村の協働力や地域資源の潜在力を活かした「Ｄ」の再生を図る。
1 国土　　流通加工　防災・減災力　環境
2食　　　食料生産　防災・減災力　コミニニティ
3 国土　　食料生産　農業生産力　コミニニティ
4食　　　流通加工　農業生産力　環境
解答　2
(問8)放射能で汚染された農地の除染技術として開発されたもののうち、不適当なものはどれか。
1 表土を削り取って除去する。
2 水による土壌を撹拌し、濁水と一緒に排除する。
3 ブラウにより反転耕起し、下層土と入れ替える。
4　化学薬品により中和する。
解答　4　放射線の中和
(問9)農地整備事業に関する記述のうち、不適当なのはどれか。
1 区画整備された水田は５割以上となっているが、そのうち3割は排水不良で暗渠排水による汎用化が必要となっている。
2 農地整備は、農業生産性向上と農業構造の改善を図ることにより、消費者価格の低下を通じて国民経済に貢献している。
3 農地を整備すると、資産価値が高まるために農地利用集積率が低下する傾向がある。
4 土地改良長期計画では、平成２８年度までに大区画ほ場の割合を15％程度に引き上げることを重点指標としている。
解答　3　集積率が上がる
(問10)農業水利に関する記述のうち、適当なのはどれか。
1 国営事業等により基幹的水利施設が整備された大規模農業地域は全国の耕地面積の３分の１程度に及び、主要穀物の生産量で全国の４～５割を占め、食糧自給率の維持に貢献している。
2 農業農村整備事業において、維持、更新費の割合は約10％程度である。
3 農業用水は、公共性が高く農業生産性には欠かせない重要な資源であるため、いかなる場合であっても発電・上水等への転用は不可能となっている。
4 農業用水路のパイプライン化は施設依存型となり、水管理の複雑さや維持管理費の増大をまねいている。
　解答1
2　50％　3小水力発電などがある
問題2 土地改良補償要領及び公共補償基準要綱の基本的事項に関する以下の問に対して、正しい答えの番号を答案用紙に記入してくだい。
（問1） 土地等の定義に関する記述のうち、適当なのはどれか
1 「土地等」とは、土地、土地収用法第５条に掲げる権利、同法第６条に掲げる立木及び建物その他土地に定着する物件をいう。
2 「土地等の取得」とは、土地及び物件の取得及び権利の消滅をいう。
3 「土地等の権利者」とは、土地を取得し、又は使用する場合において、補償を受けることができる者をいう。
4 「権利」とは、社会通念上権利と認められる程度にまで熟成した習慣上の利益を含むものとされており、慣行水利権は含まれるが、入会権は含まれない。
解答 3

1.土砂れきも含まれる　2土砂れき　4入会権も含まれる
(問2)土地の使用に関する記述のうち、不適当なのはどれか
１使用する土地に対しては、正常な地代又は借賃をもって補償する。
2 正常な地代又は補償は、使用する土地及び近隣類似の地代又は借賃に係る土地の正常な取引価格、収益性、使用の態様等を総合的に比較考慮して算定する。
3 使用する土地に、地上権等の用益物権等が設定されている場合は、当該権利を消滅させるものとする。
4 土地を使用しようとする場合に、使用期限が３年以上の長期にわたるときで、土地所有者から取得の請求があり、やむを得ないと認められるときは、当該土地を取得することができる。
解答3　制限に対する補償が必要
(問3) 土地に関する所有権以外の権利の内容に係る記述のうち、不適当なのはどれか。
1 地役権は、他人の土地（要役地）を自己の土地（承役地）の便益に供する権利である。
2 採石権は、他人の土地において岩石及び砂利を採取する権利である。
3 質権は、債権の担保として債務者又は第三者から受け取った土地を占有し、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利である。
4 抵当権は、債務者又は第三者から占有を移さずに債務の担保に供した目的物につき優先弁済を受ける権利である。
解答1 他人の土地が承役地　自己の土地が要役地
（問4）建物の移転に伴い通常生ずる損失の補償に関する記述のうち、適当のものはどれか。
１建物の移転工法のうち、除却工法とは、建物の一部を切り取り、敷地内で一部改築し、又は増築して従前の機能を維持することが合理的と認められる場合に採用する工法のことをいう。
2 建物を移転することが著しく困難であるとき、又は建物を移転することによって従来利用していた目的に供することが著しく困難となるときは、当該建物の所有者の請求により当該建物を取得することができる。
３曳家工法は、文化財保護法等により指定された建築物で、一部切り取ることにより曳家することが合理的と認められる場合に採用する工法である。
４借家人が附加した造作又は増築部分であって建物の本体及び構成部分として建物に附合するものに係る移転料は、借家人に補償するものである。
解答2
1建物の一部がわずかでありまた重要部分でないために除却してもその機能にほとんど影響がない場合又は再現する必要がない場合
3曳家後の敷地と建物の関係等を勘案して曳家することが適当と認められる場合
4建物所有者に補償
（問5）養殖物及び特産物補償に関する記述のうち、不適当なのはどれか。
１ 養殖物とは、一定の区域において特定人の支配のもとに管理される市場価値のある藻類、魚介類等の水産動植物をいう。
2 特産物とは、その地域特有の自然的条件のもとに産出される松たけ等の市場価値のある植物をいう。
3 野生のわらび、ぜんまい、薬草等で特定人の管理に属してなく、地域住民が自由に採取できる山の幸を天恵物という。
4 養殖物を他に移植することが相当であると認められるときの養殖物補償は、その移植に要する荷造り、運搬費に係る費用を補償する。
解答4 その他移植に通常要する経費
（問6）農業補償に関する記述のうち、適当なのはどれか。
１農業廃止の補償は、転業に通常必要とする期間(２年以内)中の従前の所得相当額（法人経営の場合においては、従前の収益相当額）のみを補償するものとする。
2 農業休止期間が長期にわたる場合であって、その休止に対応する補償額が農業廃止の補償額を超えるときは、農業廃止の補償額の範囲とする。
3 農業補償における所得相当額とは、農業祖収入から農業用経営費（自家労働力の評価額を含む。）を控除した額により算定する。
4 宅地地域内の農地の取得に当たって、土地の評価額を取引事例比較法により算定し、宅地として評価した場合であっても、農地の場合は農業補償をすることができる。
解答2
1農機具の売価損、通常生じる損失額、解雇予告手当相当額
3自家労働日は含まない
4通常宅地として評価した場合は、現況が農地であっても農業補償はできない
（問7）立木の移植又は伐採の補償に関する記述のうち、適当なのはどれか。
1 立木を移植する場合は、通常必要とする費用として，掘起し、運搬、植付け、根回し、風除け、養生に係る費用をもって補償する。
2 庭木、鑑賞樹のように、土地に生立していることによって立木本来の利用価値を発揮するものは、全て、経済性等を考慮しないで移植補償することができる。
3 伐期未到達立木であって市場価格のあるものについては、伐期における当該立木の純収益を補償する。
4 伐期未到達立木であって執行価格のない天然性林については、伐期における当該立木の価格を補償する。
解答4
1移植に伴う枯損等の通常生じる補償
2伐採と移植の比較が必要
3現在価格を控除
（問8）残地の取得に関する記述のうち、不適当なのはどれか。
1残地の取得は、当該残地面積が狭小、形状不整等のため、従来利用していた目的に供することが著しく困難になると認められる時にできる。
2 残地の取得は、水路、急傾斜地に接する等、当該残地への出入りが困難になるときにできる。
3 残地の取得は、土地所有者が残地を売却するという同意を必要としなくてもできる。
4 残地の取得は、当該残地を取得しないことが土地所有者の生活再建上支障となると認められるときにはできる。
解答3　土地所有者の同意が必要
（問9）公共補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか
1機能回復に代替施設が法令の規定等により一定の構造等のものとする義務が課せれている場合においては、機能回復の限度を超える部分の一部を補償することができる。
2 法令等の規定により、機能回復の代替施設の構造を当該事業計画に対応したものとすることが技術的に見て合理的である場合は、機能回復を超える部分の全部又は一部を補償することができる。
3 現物補償を行った場合において、当該現物補償に要した費用が一般的補償基準に定めるところにより算定した補償額に満たない場合には、その差額をもって補償することができる。
4 起業地内にある工事に着手した公共施設等で、使用が開始されていないものについては、施工済みの部分があっても補償することができない。
解答4 既存公共施設に準じて補償
（問10）工事の施行に伴う一時的な行政需要の増大に対する費用の負担要件に関する記述のうち、不適当なものはどれか。
1 地方公共団体が行政需要の増加に見合う財政支出をしなければ公共事業上の施行上著しい支障が生ずるときは、費用の負担が認められる。
2 当該工事により流入する労働者の一時的な人口増加に伴い、学校、診療所及び交番等を充足するために必要な財政支出を地方公共団体がするときは、費用の負担が認められる。
3 資材運搬等に伴う道路、橋梁等の補強に必要とされる財政支出に係る費用負担は認めらないが、行政需要の一時的な著しい増加による地方公共団体の財政上の負担の増大に対し、必要最小限の措置としての費用の負担は認められる。
4 積極的に事業の施行に協力し、用地交渉等が著しく早められると認められる場合において、用地交渉等に要する会議費、会場借上げ費等に必要な財政支出をするときは、費用の負担が認められる。
解答3 認められる
問題3 用地調査業務及び事業損失の基本的事項に関する以下の問に対して、正しい答えの番号を答案用紙に記入してください。
(問1)土地の登記記録の調査に係る登記事項の記述のうち、不適当なのはどれか。
1 土地の所在及び地番、地目、地積、不動産番号並びに当該地番に係る最終支号
2 登記名義人及び相続人の氏名、住所等並びに登記年月日及び登記原因
3 土地に関する所有権以外の権利の登記があるときは、登記名義人の氏名等及び住所等、権利の種類、順位番号及び内容並びに権利の始期及び存続期間
4 共有土地については、共有の持ち分
解答 2 相続人調査はない
(問2)境界立会の画地及び範囲に関する記述のうち、適当なのはどれか。
1 所有者の同一な一団を範囲とする画地
2 所有者の同一な一団の土地であっても。所有権以外の権利が設定されている場合は、その権利ごとの画地
3 所有者の同一な一団の土地であっても、その一部が異なった現況地目となっている場合は、現況地目ごとの画地
4 一画地にあって、土地の一部ががけ地等で通常の用途に供することができないと認められる場合は、その部分を区分した画地
解答 4 1一筆　2一筆　3一筆の土地
（問３）土地の測量に関する記述のうち、適当なものはどれか。
1 復元測量は、境界測量に先立ち、不動産法規法第１４条第１項の地図、地積測量図等に基づき境界杭を設置する。
2 土地の測量に使用する基準点について、当該公共事業に係る基準点測量が完了しているときは、別途監督職員が指示する基準点測量の成果を使用する。
3 境界測量は、近傍の補助基準点に基づき、放射法にて行う。
4 境界点を観測しるために補助基準点を設置する必要がある場合には、4級基準点以上の基準点から、精度を４級基準点に準じて行う。
解答 4
1杭がない場合は復元、2成果を基に検測して使用　3　4級基準点以上
(問4) 建物等の調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。
1 建物等の調査とは、建物、工作物及び立竹木について、それぞれの種類、数量、品等又は機能等を調査することをいう。
2 木造建物とは、軸組（在来）工法により建築されている建物であり、プレハブ工法等軸組（在来）工法以外の工法により建築された建物は、付帯工作物に区分する。
3 工作物の区分は、機械設備、生産設備、付帯工作物、庭園及び墳墓に区分する。
4 立竹木の区分は、庭木等、用材林立木、薪炭林立木、収穫樹、竹林、苗木（植木畑）及びその他の立木に区分する。
解答 2 
（問5）事業損失に係る建物等調査に関する記述のうち、不適当なのはどれか。
1 事前調査の実施に当たっては、調査区域内に存する建物等につき、建物の敷地ごとに建物等（主なる工作物）の敷地内の位置関係を調査する。
2 建物の実測による間取り平面及び立面の計測単位は、メートルを基本とし、小数点以下２位とする。
3 建物等の調査図面に表示する数値は、メートル単位で記入する。
4 建物等の面積計算は、メートル単位にて記入した数値を小数点以下４位まで算出し、小数点以下２位までの数値を求めるものとする。
解答　3　ミリメートル
(問6)事業損失の認定要件に関する記述のうち、不適当なのはどれか。
1 公共事業の工事と発生した損失等との因果関係が明白であること。
2 当該損失等が、社会通念上受忍すべき範囲を超えると認められるものであること。
3 原則として、当該公共事業の工事が完了した日から１年を経過する日までに損失等の申し出がなされたものであること。
4 当該公共事業の工事が完了した日から１年を経過した後においても事業損失として認められるのは、不法行為が成立する場合であること。
解答 4 不法行為が成立する場合は、一般の損害賠償
（問7）事業損失の因果関係の判定に関する記述のち、不適当なのはどれか。
1 損失等の発生の申し出があった場合、直ちに損失等の発生の有無及び状況を調査する。
2 因果関係の判定は、公共事業の施行者が自ら行うと公平性を欠くおそれがあるため、被害者が行う。
3 因果関係の判定に当たっては、必要に応じて専門家への依頼も考慮する。
4 過去における事業損失の類型ごとの因果関係の判定事例を参考とする。
解答　2　事業の施行者が行う
(問8)事業損失に係る諸対策に関する記述のうち、不適当なものはどれか。
1 発生源対策は、事業損失の発生の原因を発生源で除去又は軽減を図るもので、例えば工事施行中における適正な工法、使用機機械の選択の検討を行う。
2 共用対策は、公共施設の使用方法により事業損失の発生に重大な影響を与えることがあるため、施設の使用方法を規制することにより事業損失の発生の原因を軽減又は除去する。
3 立地計画は、発生源対策と並んで最も重要な対策の一つである。現在の技術では、原因の除去、軽減が非常に困難なもの、又は施設内対策が十分行われないものについては、公共施設の効用、利便との調和を考慮し、公共施設の場所の選定に十分な配慮がはらわなければならない。
4 施設内対策は、事業損失の発生の原因を、当該公共施設の構造や配置等により除去又は軽減を図るものである
解答　1作業時間の検討を行う
（問9）事業損失の類型に関する記述のうち、不適当なのはどれか
1 煙害、交通騒音、日照阻害及び電波障害等は、当該事業の活動や施設の形状によって生ずるもので、原因による類型である。
2 土地、家屋等の物件の損傷又は交換価値の低落は、結果による類型であるが、営業純益等の得べかりし利益の喪失は、結果による類型ではない。
3 騒音、振動、大気汚染及び水質汚濁等、積極的侵害（与えるべきでないのに与えたとき）によるものは、侵害の性質による類型である。
4 工事中に生ずる騒音、振動及び水質汚濁等、一時的に発生するものは、発生状態による類型である。
解答　3 結果による類型
（問10）基準が定形化されていない個別事業についての受忍の限度の判定は、次の要素を総合的に勘案して行うとした記述のうち、不適当なのはどれか。
1 事業損失の被侵害利益には、建物の損傷や農業、漁業上の侵害等のような財産的なもの、また、日照障害、騒音等のような身体的なものなどがある。
2 当該場所の地域性、周辺の環境、土地利用状況等によって受忍限度は異なる。特に、日照権と騒音については、重要な判断要素となっている。
3 損害を受ける者が、当該場所に住み始めた時期と事業の実施時期との先後関係は、受忍限度の判定に当たっての重要な要素となっている。
4 当該公共施設の建設工事の施行又は設置そのものが、建築基準法等による規制又は騒音条例による規制等に合致しているため、費用等の負担要素にはならない。
　解答4 費用負担の判定よう素
